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自衛隊施設の持続性・強靱性の強化

１．現状・課題

〇防衛省は、庁舎、隊舎など約２３，０００棟の建物を保有しており、そのうち、旧耐震基準が適用されていた
昭和５７年以前に建てられた建物は、約９，９００棟で全体の約４割存在し、また、平成１５年に自衛隊施設の
性能に関する基本的事項を定め、防衛施設として必要な性能の確保を図ることを目的に自衛隊施設の基本的性能
基準を定めており、この制定以前に建てられた建物は、約１９，０００棟で全体の約８割存在する。

〇これまで事後保全型の維持管理を行ってきたため、緊急の修繕や補修など、隊員が自ら実施してきたが、老朽
施設が増加し、更に業務効率化などで人員が削減されるなか、隊員による対応も難しくなっている。少子化問題
もあり、将来的に更なる人員不足が予想される中、早急に予防保全型維持管理を導入し、適切な維持管理を実施
し施設の健全性を保つことが課題。

●適切な維持管理不足の老朽化により施設の機能低下が進む。

●「事後保全」は、隊員の通常勤務にも大きな影響を与えている。

↑ 雨漏りに対応する隊員↑ ボイラー煙突倒壊の応急措
置をする隊員

↑ 老朽化が進み、倒壊したボ
イラー煙突。

↑ 老朽化が進んだ倉庫

建設年代別棟数
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２．事業の概要

①自衛隊施設の更新・改修等の施設整備により、老朽対策及び自衛隊施設が保有すべき性能（防護性能）を確保
②更新・改修等をした施設について著しい機能低下が生じないよう予防保全型の維持管理へ転換

最適化事業（既存施設の更新等）



令和６年10月、石破総理大臣を議長とする「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に
関する関係閣僚会議」が設置

令和６年12月、「基本方針」とりまとめ

⇒ 自衛官の処遇改善 ／ 生活・勤務環境の改善 ／ 新たな生涯設計の確立 等

令和７年度予算に「生活・勤務環境の改善」として、隊舎・庁舎等の整備を含む約3,878億円を計上

隊舎・庁舎等の整備例

隊舎・庁舎のうち、約1,400棟が旧耐震基準（昭和５７年以前）

令和６年度までに約500棟の建替・改修等に着手

令和７年度予算において新たに約200棟の建替・改修等に着手予定

令和７年度予算までで、隊舎は全体の約６割、庁舎は約４割が事業化

自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立

概 要
隊舎・庁舎等の整備状況
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3,045 3,433
：前年度補正

予算推移
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２．事業の概要



３．ロジックモデル

・本事業の実施内容は、①自衛隊施設の老朽対策及び防護性能の付与、②ＤＦＩＳ（防衛施設建設情報管理シス
テム）へのデータ蓄積、③予防保全型維持管理への転換、である。

・これらのうち、①は令和５年度から令和９年度にかけて実施、②及び③は①が完了した建物より順次実施して
いく。

自衛隊施設の持続性・強靱性の強化

アクティビティ
（活動）

アウトプット
（活動目標）

アウトカム
（短期）

アウトカム
（中期）

アウトカム
（長期）

自衛隊施設の
持続性・強靱
性を確保
↓
自衛隊施設に
付与した持続
性・強靱性の
維持・継続

■ 全国に所在する
既存の自衛隊施設を
集中的に整備し、自
衛隊施設が保有する
べき性能（防護性
能）を付与
■ 整備が完了した
施設情報の、ＤＦＩ
Ｓ（防衛施設建設情
報管理システム）へ
の蓄積

自衛隊施設の防護
性能付与、ＤＦＩ
Ｓへのデータ蓄積
及び予防保全型維
持管理への転換

DFISへのデータ
蓄積の前提とな
る自衛隊施設の
防護性能の確保
及びＤＦＩＳに
蓄積されたデー
タに基づく予算
要求及びLCCコ
スト縮減

防衛力整備計画の
５年間において防
護性能の付与を完
了させ、ＤＦＩＳ
に蓄積されたデー
タに基づく維持管
理、及びLCCコス
ト縮減を実施

成果
指標

約105地区
／５年間
（2027年度
まで）

成果
指標

２８３地区
／2032年度
まで

ロジックモデル




